
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 沖縄県 北大東村

経常収支比率の分析
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北大東村

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

●人件費：経常収支全体の約35%と高い水準であるが、事業費支弁に係る職員の人件費や「集中改革プラン
（平成17年度策定）」による定年退職者不補充により、前年度決算の約10%削減に努めた。
●公債費：平成17年度に普通建設事業費に係る元利金償還がピーク時であったが、今後3～4年後までの新規
地方債の発行検討や抑制に努める。
●普通建設事業費：補助事業費（土地改良事業）・土地改良事業に伴う負担金等が主な内容であるが、事業完
了に伴い前年度実績より、約20%の減少。後年度も事業の見直し・検討を図っていく。
●物件費：経常収支全体の約15%を占めており、「集中改革プラン」の策定に伴い賃金・旅費・消耗・光熱費等を
大幅な削減に努めてきた。今後も引き続き抑制・見直し・縮減に努める方針。
●扶助費：扶助費支出の主な内容は、児童手当が約65%を占めている為、児童数の増減により影響している
が、例年、決算額に大きな増減影響は無い。
●繰出金：前年度決算額より約20%の増になっているが、主な内容は、簡易水道特別会計への繰出金が約
7,000千円の増額になっている。簡易水道建設事業費に係る元利償還金の増額に伴う繰出金であるが、「集中
改革プラン」の策定により平成19年度から水道料金を改定し、一般会計からの繰出金の抑制を図る。
●補助費等：各種団体補助金等を平成14～17年度迄の4年間で段階的に削減・廃止を行ってきたが、特殊（テ
レビ放送施設運営費・都市農村交流施設運営費）負担金・補助金等が大きく影響している。今後も施設の運営
方針や「集中改革プラン」の策定によって、団体補助金の削減・廃止等の検討を図る方針。


